
　今回より3回シリーズで、2025年
度自治体病院における栄養部会ア
ンケート結果について報告する。

　栄養部会のアンケートは、2006
年より年1回実施しているところ
であり、同じ自治体病院として情
報を共有し、会員病院の栄養部門
の業務運営に資するよう、診療報
酬改定への対応をはじめ、できる
だけタイムリーな内容を盛り込
み、調査を行っている。このアン
ケートの報告は、毎年、本協議会
雑誌への掲載、全国自治体病院学
会での発表を行い、また、1年後
にはなるが、来年度のアンケート
調査の依頼（DM）にもこの報告
を同封している。ご協力いただい
た貴重なデータを是非有効活用し
ていただきたい。
　第1回目の報告は、人員配置と
食事提供業務の現状と今後の課題
について報告する。

Ⅰ　調査の概要
1 調査目的
　医療施設での治療の重要な役割
の一部を担っている栄養部門の業
務の実態を把握し、自治体病院に

おける栄養業務改善を図る基礎資
料とする。

2 調査対象
　公益社団法人全国自治体病院協
議会（以下、協議会とする）に加
入する全病院（841病院）を対象
とする。

3 調査期間
　令和7年5月28日～6月25日

4 調査方法
「自治体病院における栄養部会
アンケート調査用紙」表1により
実施。栄養部門の人員、給食の運
営状況、栄養指導の実態、チーム
医療や診療報酬改定への取り組み
などの項目について令和7年6月1
日時点の状況を調査し、分析を
行った。

Ⅱ　調査結果の概要
1 都道府県別・病院規模別発送数 
　及び回答率
　今年度の調査対象病院は841病
院で、昨年度より6病院減少した。
回答率は44.5％であった（昨年の
回答率は55.8％）。都道府県別の

発送数、回答数を表2に、病院規
模別発送数と回答数を表3に示し
た。20床以上100床未満の小規模
の病院が24.3％と低率であった。

2 回答者の状況
アンケート回答者の職種は、役

職ある管理栄養士が20床以上100
床未満の病床数を除く、すべての
規模別で最多となり62.3％、次い
で管理栄養士が29.7％と管理栄養
士の回答が合わせて92.0％であっ
た。以下、役職ある栄養士6.1％、
栄養士0.3％、その他0.5％であっ
た（図1）。ブロック別ではすべて
のブロックで役職ある管理栄養士
の回答が最多であった（図2）。

3 管理栄養士の配置数と過去3年
間の推移
　2023年度以降の管理栄養士の配
置数は1施設あたりでは、正規職
員は年々増加しており特に500床
以上の施設で増加している。全病
院では、前年に比較し正規職員が
増加し、会計年度任用職員等（非
正規）は減少している（図3）。
　100床あたりの配置数の年次推
移も年々全体的には増加してお
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表1　自治体病院における栄養部会アンケート（2025年6月1日現在）
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り、内訳は正規職員が増加し、会
計年度任用職員等（非正規）は減
少している（図4）。

4 配置数の増減
　配置数の増減を規模別でみる
と、20床以上100床未満の病床数
では増減が同数であったが、それ
以外では、すべて減員よりも増員
が上回り20.1％が増員となった。
特に500床以上では42.4％で増員
があった（図5）。ブロック別では、
北海道・東北は減員した病院が多
く、中国・四国は同数で、その他
のブロックは増員した病院が多
かった。増員の割合は関東が
28.6％、近畿・東海が26.4％であっ
た（図6）。
　増員となった要因では栄養食事
指 導 の 拡 充 が 最 も 多 く17件
（22.7％）、次いで病棟担当制導入
の8件（10.7％）となっている（図
7）。その他のうち、最も回答数が
多かった業務拡大のためによる補
充8件の内訳は、GLIM基準対応
等、回復期リハビリテーション病
棟入院料１取得に係るものが5件
であった（表4）。
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表4　増員となった「その他」の
内容（複数回答）
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5　食材料費について
　1食あたりの食材料費では、予算
額は291～320円が24％で最も多く、
次いで321～350円が21％。次に261
～290円19％となっている（図8）。
支出額では321～350円が25％と最
も多く、次いで291～320円が23％
で次に351～380円が17％（図9）で、
予算額と支出額の比較をすると、
予算額よりも支出額が高額にシフ
トしていることが分かる（図10）。

6　食材料費の比較
　食材料費を2024年度と比較する
と、値上げしたが59.4％、値上げ
を予定しているが6.7％、委託業
者に値上げを要求されているが据
え置いている7.5％と合わせると、
73.5％が食材料費を上げる対応中
であった。「値上げをした」との
回答が多かったのは、規模別では
400床以上500床未満の病院で
68.2％（図11）、ブロック別では
関東が64.9％と多かった（図12）。
　昨今の食材料費・人件費高騰の
影響から値上げをせざるを得ない
と考えられ、経費・委託費削減の
ための工夫では、使用材料の見直
しが最多で23.7％、次いで献立内
容の見直し22.0％、次に予備食・
在庫管理、廃棄の削減17.3％と即
効性があってすぐ取り組める内容
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で工夫をしていることがうかがえ
る。一方でサービスの縮小が4.9％
となっており質の低下が懸念され
る（図13、図14）。

7　まとめ
　管理栄養士の配置数は年々増加
し、特に規模の大きい病院での増
加が目立つ。業務拡大・拡充が要
因の増員のため各々が責任をもっ
て業務にあたる必要がある。増加

の内訳は正規職員が増加し会計年
度任用職員等は減少している。食
材料費は実施、予定、要求を含め
ると73.5％が値上げの方向となっ
ており、給食管理の質を確保しつ
つ経営にも配慮した対応が求めら
れている。
　また、回答率が前回55.8％から
44.5％に低下したため、アンケー
ト依頼時に回答を促す工夫やアン
ケート内容の検討に努める必要が

あると考える。
　食事療養費の見直しについては
今後治療としての食事を維持する
ためにも、本調査を毎年続け、こ
の実態を粘り強く訴えていかねば
ならない。アンケートでは、細か
い数字の記載をお願いする項目も
多かったが、丁寧にご回答くださ
り、多くの情報を得ることができ
感謝申し上げる。引き続き、皆様
のご協力をお願いしたい。
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